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論文要旨：運輸部門の中でも環境負荷の高い航空分野では，従来のジェット燃料から SAF（Sustainable 
Aviation Fuel：持続可能な航空燃料）への代替が進んでおり，空のカーボンニュートラルが加速している。
本総説では弊社が目指す炭素源循環社会の実現に向けた取り組みと国内外における SAF の研究開発動向に
ついて述べるとともに，特に弊社の REVO 方式急速接触熱分解（R-CFP：REVO-Catalytic Fast Pyrolysis）
技術について紹介する。R-CFP 技術では廃食用油に加え，さらに賦存量の多い木質系バイオマスや廃プラ
スチックへと原料を拡大し，SAF 等低炭素燃料を製造する高度資源化プロセスの確立および分解活性の長
期安定化と低コスト化を図っている。R-CFP 技術を用いることで高い軽質油（ナフサ＋SAF＋軽油）収率
および高 SAF 選択率が得られる。

Abstract: There is a growing trend in aviation to replace conventional jet fuel with SAF (Sustainable 
Aviation Fuel), and carbon neutrality in the sky is accelerating around the world. This review article 
describes our ef forts to realize a carbon-recycling society and research and development of SAF in the 
world, and introduces our R-CFP (REVO-Catalytic Fast Pyrolysis) technology in particular. The R-CFP 
technology is expanding not only to waste cooking oil, but also to more abundant raw materials such 
as woody biomass and waste plastics. The R-CFP technology is also used to establish an advanced re-
source conversion process to produce low-carbon fuels such as SAF, as well as to stabilize the decom-
position activity over a long term and reduce the cost of the process. High light oil (naphtha + SAF + 
gas oil) yield and high SAF selectivity can be obtained by using the R-CFP technology.
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1　はじめに

2050 年カーボンニュートラルに向け，世界的に脱化
石燃料の動きが加速しており，再生可能エネルギー（太
陽光，風力，バイオマスなど）の利用が増加している 1）。
バイオマスなどを原料とする代替燃料（バイオメタン，
バイオディーゼル，バイオエタノール，水素など）は
90 年代頃まで化石系資源枯渇への対応策であったが，
地球温暖化問題が顕在化するにつれ，代替燃料の主目的
は CO2 排出量削減対策へと変化した。したがって，現
在の代替燃料は地球温暖化抑制に寄与するカーボン
ニュートラル燃料へと移行している。2050 年カーボン
ニュートラルの達成には温室効果ガスの排出量削減が急
務である。国際エネルギー機関の報告では，2021 年時
点での世界の総 CO2 排出量は約 363 億 t であり 1），2050
年カーボンニュートラルの達成には電化の促進と燃料転
換，高効率化・省エネルギー対策等によるエネルギー起
源 CO2 排出量の削減が重要である。また，グリーン成
長戦略 2）では，再生可能エネルギーを最大限導入する
としている。運輸部門の中でも航空機は多量のエネル
ギーを消費し，環境負荷の高い輸送手段であることから，
カーボンニュートラル燃料である SAF（Sustainable 
Aviation Fuel）が注目されている。日本では 2030 年時
点の SAF 使用量を「本邦エアラインによる燃料使用量
の10％をSAFに置き換える」との目標を設定しており 3），
SAF の導入を加速させるために SAF 官民協議会が設立
されている。特に現在使用されている航空用液体燃料で
あるケロシンは，重量当たりのエネルギー密度がリチウ
ムイオン電池の約 60 倍，体積当たりのエネルギー密度
が液体水素の約 3 倍 4）と高いことから，この石油由来の
ケロシンと同様の化学組成と性能を有する代替燃料 SAF
への移行が航空分野における世界的な主流となってい
る。このような流れの中で，国内では国産 SAF の商用
化および普及・拡大に取り組む有志団体の設立 5）や，廃
食用油を原料とした国内初となる国産 SAF の大規模生
産実証設備の建設が開始しており 6），空のカーボンニュー
トラルが加速している。SAF を従来のジェット燃料に
混合および代替することで CO2 排出量を 50～80％削減
することが可能である 7）。しかしながら，日本国内にお
ける廃食用油の排出量は 50 万 t/year8）程度であり，原
油供給量1.2億t/year9）に対して僅少である。したがって，
廃食用油以外の長期的に安定供給可能な原料の発掘なら
びにそれに対応できるバイオ燃料製造技術の開発が強く
求められている。特に廃棄物系有機資源は，木クズや廃
プラスチック，糞尿および汚泥など多岐に亘り，エネル
ギー賦存量は約 2.6 億 t/year10）と膨大である。中でも廃

プラスチック排出量の内，サーマルリサイクルされるも
のは 510 万 t/year，未利用は 107 万 t/year 存在し 11），
令和 7 年の未利用林地残材は 320 万 t の見込み 12）であ
ることから，SAF など高付加価値燃料の原料としての
利用可能性が十分ある。

このような背景のもと，弊社は炭素源触媒を用いた
REVO 方式急速接触熱分解（R-CFP：REVO-Catalytic 
Fast Pyrolysis）技術を考案し，木質系バイオマスや廃
プラスチック等から持続可能なバイオ燃料を製造するプ
ロセスの開発を進め，炭素源触媒と R-CFP 技術の有効
性を確認している 13－15）。

ここでは，まず弊社が目指す炭素源循環社会の実現に
向けた取り組みと SAF の研究開発動向について述べる
とともに，特に弊社の R-CFP 技術について紹介し，そ
れが炭素源循環社会において果たすべき役割について展
望する。

2　炭素源循環社会の実現に向けて

カーボンニュートラルとは温室効果ガスの排出量と吸
収量を均衡させることであり，弊社は炭素源循環社会の
構築によって CO2 排出量削減に貢献している。特に運
輸部門においては電動化だけではなく，熱機関のさらな
る環境負荷低減および熱効率向上が急務であり，燃料の
カーボンニュートラル化も重要な技術となっている。電
動化が大きく進歩した場合はエネルギーの安定供給は必
須であり，太陽光や風力，廃棄物系バイオマスといった
地域に賦存する分散型エネルギーの活用が望まれる。弊
社が目指す炭素源循環社会システムの基本構想を Fig. 1

に示す。エネルギー生産時・使用時に発生する CO2 は
バイオマスで吸収し，さらには廃プラスチックや廃食用
油等の有機廃棄物や未利用バイオマスを利活用すること
で炭素源を循環させるシステムである。弊社は創業以来，
バイオマス，廃棄物の有効活用の一環として，地域から
廃食用油を有価物として引き取り，脂肪酸メチルエステ
ル系バイオディーゼル燃料を製造し，市バスや公共交通
機関で利用するなど地産地消の取り組みを行なってい
る。2005 年，2006 年には弊社バイオディーゼル燃料を
用いて国内耐久レースやダカールラリーへも参加し，燃
料の品質や安全性等を証明した。また，国内外の新しい
ニーズに応えるべく，廃食用油を原料とした低圧水素化
接触分解技術により，炭化水素系バイオ液体燃料（バイ
オナフサ，SAF，バイオ軽油等）製造プロセス開発を
推進し，廃棄物資源の有効利用に繋がる事業を展開して
いる 16）。2020 年には SUPER GT シリーズにて，競技運
営車両であるセーフティーカーにバイオガソリンを供給
し 17），圧縮着火機関だけでなく，火花点火機関におい
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ても温室効果ガス排出量削減に貢献できることを示し
た。更には国産 SAF の大規模生産の実現に向け合同会
社を設立し，NEDO の助成事業として採択された 18）。
このように自治体や企業等と連携し，脱炭素だけでは無
く，炭素源が循環する仕組みを弊社は目指している。

3　SAF の研究開発動向

3・1　SAF の制約・規制等について
まず初めに SAF とは持続可能な航空用燃料のことで

あり，バイオマスなど有機廃棄物等の持続可能な物質を
原料とし，かつ従来のジェット燃料と同様の炭化水素組
成を持った航空用燃料のことである。そのため，自動車
用燃料に使用されるバイオエタノールや脂肪酸メチルエ
ステルとは異なり，構造中に酸素を含まない炭化水素で
構成されているため，既存のインフラやエンジン等の改
修が必要なく，従来のジェット燃料と同様の取り扱いが
可能となる。ジェット燃料の成分は灯油と概ね同等であ
るが，使用環境から厳しい規格が設けられている。SAF
も例外では無く航空用代替燃料用の国際規格として
ASTM-D7566 に規定されている。ASTM-D7566 は Table 

1 に示す通り，製造する技術および原料によって 8 つの
カテゴリーが承認されている。中でも，HEFA-SPK

（Synthesized paraffinic kerosene from hydroprocessed 
esters and fatty acids）は既に商用化された技術であり，
従来のジェット燃料（JetA-1）と比較して動粘度・表面
張力に大きな差はないものの，芳香族成分がほとんど含

まれておらず，不飽和分が少なく，密度も小さい 19）こ
とから現状では，従来のジェット燃料に対して体積比最
大 50％までの混合が認められている。

国際航空業界団体は 2021 年に航空輸送分野において
2050 年までにカーボンニュートラルとする目標を発表
し，そのために必要な SAF の量は 2022 年時点の世界
のジェット燃料供給量の 1.5 倍となる約 4.5 億 kL と推
計している 20）。また，国際民間航空機関（ICAO）は「CO2

排出量の増加を伴わない国際民間航空のためのカーボン
オフセットおよび削減スキーム（CORSIA）」を採択し，
2021 年から運用を開始している 21）。この CORSIA では
2019 年度の CO2 排出量を基準として航空技術・運航改
善・代替燃料（SAF）では賄いきれない CO2 超過分を
クレジット活用等することで温室効果ガス排出量の増加
防止を目的としたものであり，2027 年以降は一部の国
を除き全ての ICAO 加盟国で参加を義務づけている。
さらに，ICAO は長期的な脱炭素目標として 2050 年ま
でにカーボンニュートラルを目指すことを 2022 年に採
択している。また，ASTM-D7566 で認証されている代
替燃料は持続可能な CO2 排出量低減効果を見込むもの
だけで構成されておらず，SAF として持続可能性を認
められるものは CORSIA 適格燃料（CORSIA Eligible 
Fuel: CEF）で定められている 22）。そのため，SAF の製
造事業者は CEF として認証を得ることが SAF の供給・
利用において重要な項目となる。

Fig. 1　Concept of carbon source recycling society system
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3・2　SAF の原料と製造技術
Table 2 に SAF の原料と製造方法の分類を示す。SAF

の原料は主に廃食用油，廃プラスチックや廃ガスを含む
都市ゴミ，バイオマスに分類できる。廃食用油は主に飲
食店や家庭から排出されたものを回収し，原料として活
用する。廃食用油を用いた HEFA-SPK はエステルまた
は脂肪酸を水素化処理することで製造される。そのため，
バイオマス由来の植物油，動物油脂や微細藻類から採取
される油からも同様に製造可能であり，多種多様な油脂
を利用可能である。しかし，バイオマス由来植物油に関
しては食料競合が起きないよう，ジャトロファ等の非可
食植物の利用が望ましく，（株）J- オイルミルズは食料
と競合しない植物油脂利用による SAF サプライチェー
ンモデルの実証を行なっている 23）。

一般的な植物油は主に炭素鎖長が C16 と C18 の油で構
成されており，一般的な航空燃料の炭素鎖長 C8～C16 よ
り長い。そのため，分解・異性化により炭素鎖長の調整
を行う必要がある。油脂類を使った燃料はすでにバイオ
ディーゼル燃料として世界中で製造販売されており，油
脂等の回収網は既に構築されている。また，HEFA-
SPK は水素化バイオディーゼルといった既に普及して
いるバイオディーゼル燃料の製造方法と類似しているこ
とから，使用設備が既存設備の改造で済むこともあり，
最も商用利用されている技術であるため，World Energy
社や Neste 社などが商用的に HEFA-SPK で SAF を製
造している。日本国内では，SAFFAIRE SKY ENERGY
社 が 2025 年 か ら HEFA-SPK で SAF を 供 給 開 始 し，�
3 万 kL/year の SAF を製造予定である 24）。

Table 1　Types of SAF in ASTM-D7566

Annex 番号 種類 原料例
構成成分

n-paraffin i-paraffin cycloparaffin Aromatics
A1 FT-SPK リグノセルロース，都市ゴミ 〇 〇 〇 ×
A2 HEFA-SPK 植物油，動物油脂，廃食油 〇 〇 〇 ×
A3 HFS-SIP デンプン／糖 〇 〇 × ×
A4 SPK/A 非石油由来芳香族 〇 〇 〇 〇
A5 ATJ-SPK デンプン／糖，都市ゴミ，排ガス 〇 〇 〇 ×
A6 CHJ 微細藻類および廃食油 〇 〇 〇 〇
A7 HC-HEFA-SPK 微細藻類抽出油 〇 〇 〇 ×
A8 ATJ-SKA バイオマス由来アルコール（C2-C5） 〇 〇 〇 〇

Table 2　SAF Raw Materials and Production Methods

原料 合成工程 種類

バイオマス

植物

デンプン／糖
微生物発酵→脱水・重合・水素化 ATJ-SPK
ファルネセン発酵→水素化・異性化 HFS-SIP

油脂
脂質抽出→水素化・異性化 HEFA-SPK
前処理→接触水熱分解→水素化 CHJ

リグノセルロース

糖化→微生物発酵→脱水・重合・水素化 ATJ-SPK
糖化→ファルネセン発酵→水素化・異性化 SIP
ガス化→合成ガス→ FT 合成→水素化 FT-SPK
ガス化→合成ガス→アルコール生成→脱水・重合・水素化 ATJ-SPK
急速熱分解→バイオオイル→水素化・異性化 FP

動物
油脂

脂質抽出→水素化・異性化 HEFA-SPK
前処理→接触水熱分解→水素化 CHJ

糞尿 微細藻類培養→脂質抽出→水素化・異性化 HEFA-SPK

微細藻類
油脂 培養→油脂抽出→水素化・異性化 HEFA-SPK

粗油（炭化水素） 培養→粗油（炭化水素）抽出→水素化・異性化 HC-HEFA-SPK
バイオマス（藻） 培養→藻の回収→水熱処理→バイオオイル→水素化・異性化 HTL

廃食用油 油脂
脂質抽出→水素化・異性化 HEFA-SPK
前処理→接触水熱分解→水素化 CHJ

都市ゴミ
（廃プラスチック・廃ガスも含む）

ガス化→合成ガス→ FT 合成→水素化 FT-SPK
ガス化→合成ガス→アルコール生成→脱水・重合・水素化 ATJ-SPK
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都市ゴミや木質バイオマスなどの有機物全般を用いた
FT-SPK（Fischer-Tropsch hydroprocessed synthesized 
paraffinic kerosene）は原料をガス化して合成ガス（CO，
H2）を生成し，得られた合成ガスからフィッシャー・ト
ロプシュ（FT）合成で炭化水素を生成する。原理的に
再生可能エネルギー由来の電力などで製造されたグリー
ン水素と大気中や工場などから回収された CO2 を原料
として逆シフト反応によって CO を生成し 25），FT 合成
によっても SAF を製造可能である。FT-SPK はノルマ
ルパラフィン以外の含酸素化合物やオレフィンの混合物
が含まれているため，水素化・異性化処理による精製が
必要である。FT 合成で生成されるアルカン，アルケン
の炭素鎖長を SAF の範囲内に収めるために様々な触媒

（遷移元素：Co，Fe，Ni，Ru，アルカリ金属：Li，Na，K，
Rb，Cs，アルカリ土類金属：Mg，Ca，Sr，Ba）が試
されている 26－32）。

HEFA-SPK 同様に，FT-SPK は主にイソパラフィン
やノルマルパラフィンで構成されており，芳香族はほと
んど含まれていない。そのため，従来のジェット燃料に
対して体積比最大 50％までの混合が認められている。
これまでに，Fulcrum BioEnergy 社は都市ゴミから
SAFを製造している。また，日本国内では三菱パワー（株）
ら 4 社が木材を原料としたガス化と FT 合成によって
SAF を製造し，エンジン試験や実際のフライトに使用
している 33）。さらに，（株）JERA ら 4 社はバイオマス
ガス化 FT 合成による商業規模製造設備での SAF の製
造を目指しており，1.2 万 kL/year を計画している 34）。

HEFA-SPKと同じく廃食用油や動植物油脂を原料とする
CHJ（Synthesized kerosene from hydrothermal conversion 
of fatty acid esters and fatty acids）は前処理工程，接
触水熱工程，後処理工程で SAF を製造する。前処理工
程では①多価不飽和脂肪酸を異性化し，共役二重結合を
形成する工程，②形成された共役二重結合へディールス・
アルダー反応によりアルケンを付加する工程，③脂肪酸
の二重結合へアルキル基やアシル基を求電子置換して分
枝状分子を形成する工程があり，前処理工程のこれらの
処理により五員環，六員環，分枝状分子が形成される。
前処理の後，触媒存在下で水熱処理（450℃～475℃，
210 bar の高温高圧条件）によるクラッキング・加水分
解が行われ，直鎖状，分枝状，環状，芳香族分子が形成
される。更に，生成された分子は触媒の効果で脱炭酸と
脱水がなされる。形成された直鎖状，分枝状，環状オレ
フィンは後処理での水素化によりアルカンへ変換され
る。CHJ で製造された SAF はこれらの工程により製造
されるため HEFA-SPK や FT-SPK と異なり芳香族炭化
水素を多く含有するため，従来のジェット燃料と類似し

た組成となる 35）。
ATJ-SPK（Alcohol-to-jet synthetic paraffinic kerosene）

ではアルコール（エタノール，イソブタノール）を脱水・
重合・水素化・異性化することで炭化水素を製造する。
原料となるアルコールはデンプン（トウモロコシ，芋類
に由来）や糖（サトウキビ，リグノセルロースの分解物
に由来）から微生物による発酵で生成すること（糖化・
発酵プロセス（SFP））が可能である。また，都市ゴミ
や木質バイオマスをガス化して得られた合成ガスを化学
合成プロセス（GCP）あるいは生物合成プロセス（GBP）
により変換することで生成することもできる。SFP，
GCP，GBP でのリグノセルロースからのエタノール収
量はそれぞれ 290，288，368 L/dry-t となり，GBP がよ
り効率良くエタノールを製造できることが報告されてい
る 36）。更に，GBP では製造プロセス内で必要な電力と
熱を自給できるため CO2 の削減量も大きくなる。

工場の排ガス中の CO と H2 を GBP によりエタノール
に変換する技術が開発されており，LanzaTech 社は製
鉄工場の排ガスからエタノールを製造する工場を中国で
稼働させている 37）。LanzaJet 社はエタノールを原料と
した ATJ の開発を進めており，2024 年 1 月には SAF
生産施設が完成し，2030 年までに 379 万 kL の SAF 生
産を目指すとしている。Gevo 社はイソブタノールを原
料とした ATJ の特許を取得している 38）。日本国内では，
コスモ石油（株）と三井物産（株）が LanzaJet 社の
ATJ 技術を用いて，国産 SAF の大規模生産を目指して
おり，2027 年度までに 22 万 kL/year の SAF 製造・供
給を計画している。また，出光興産（株）は ATJ 実証
設備の開発を進めており，バイオエタノール由来 SAF
を 2027 年に 10 万 kL/year 供給することを目標とし 39），

（株）Biomaterial in Tokyo と三友プラントサービス（株）
は 2024 年度に国産古紙パルプからバイオエタノール由
来 SAF を 150 kL/year 製造することを計画している 40）。

微細藻類を用いた HC-HEFA-SPK（Synthesized paraffinic 
kerosene from hydroprocessed hydrocarbon， esters 
and fatty acids）は特定の藻類（Botryococcus braunii）
から抽出した粗油（炭化水素）を水素化処理することで
製造され，処理方法は HEFA-SPK と同じである。この
藻は非可食植物であり，光合成により炭化水素を生産し，
大量に培養可能であることが特徴として挙げられる41）。

4　R-CFP 技術

4・1　R-CFP 技術について
R-CFP 技術を中核とする高度資源化プロセスの概略

を Fig. 2 に示す。R-CFP 技術ではこれまでの廃食用油
に加え，さらに賦存量の多い木質系バイオマス（間伐材，
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林地残材，剪定枝葉など）や廃プラスチック（PE，PP，
PS，ABS，PET など）へと原料を拡大し，SAF 等低炭
素燃料を製造する資源化プロセスの確立を目指してい
る。

また，炭素源触媒を用いた R-CFP 技術により，固体
有機原料に対する高分解油収率・高オイル収率・高
SAF 収率を達成し，ゼオライト系触媒等に比べて分解
活性の長期安定化と低コスト化を図っている。さらに液
体燃料だけで無く，副生の残渣と残油から高カロリーバ
イオ石炭・バイオコークスの製造が可能である。

本技術開発において弊社では 2020 年にラボ装置を立
ち上げ，2023 年にはベンチ装置へとスケールアップを
行い，SAF の試作を行っている。次節以降ではラボ装
置及びベンチ装置を用いた SAF の製造および製造過程
で得られる副生物を有効利用したバイオコークスの試作
における代表的な試験例を紹介する。
4・2　R-CFP システムにおける試験方法と結果

R-CFP 装置では，分解塔に予め炭素源触媒（兼熱媒体）
を投入し，窒素気流中，所定反応温度に加熱して流動層
を形成させている。急速接触熱分解処理は試料と炭素源
触媒を所定比で混合したものを分解塔内に投入しながら
行なった。試料の分解により分解塔上部から留出された
成分は，気液分離塔にてオフガスと分解油に分離し，下
部の分解油受器に分解油を溜め込んだ。得られた分解油
あるいはその分解油を重質分と軽質分に分離後の軽質分
は更に水素化処理を行い，水素化精製油を得た。この水
素化精製油を分留することで，沸点順にナフサ，SAF，
軽油を作成した。

一方，急速接触熱分解で副生した残渣と上記分解油か
ら分離した重質分を濃縮して得られたバイオピッチを所
定比で混合・混捏後，金型に充填して，熱プレス成形機

にて加温加圧してバイオコークスを試作した。
Fig. 3 にラボスケールの流動床式接触熱分解装置（縦

型電気炉加熱方式のステンレス製反応管）を用い，乾燥
杉粉（4 mm 以下）と廃プラスチック模擬試料（PE：
PP：PS＝49 ％：33 ％：18 ％ の 質 量 比 で 混 合 し た も の，
4 mm 以下粒子）を 1：1 の質量比で配合した混合原料
を 450℃にて処理して得られた分解生成物の収率および
分解油の成分分析結果を示す。なお，成分分析はヘキサ

(a) Decomposition product yields

(b) Decomposed oil composition

Fig. 3　�Decomposition product yields and decomposed oil 
composition from cedar and waste plastics

Fig. 2　Advanced resource conversion process using R-CFP technology
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ン，テトラヒドロフラン（THF）を用いて，ソックスレー
抽出法により分解油（留出液）を溶剤分別処理し，ヘキ
サン可溶分（HS，オイル分），ヘキサン不溶－THF 可溶
分（HI-THFS，アスファルテン類），THF 不溶分（THFI，
炭素質前駆体）に 3 分割している。また，触媒の効果を
比較するため炭素源触媒である活性炭（A）および残渣

（R）と無触媒（NC）で得られた結果を記載している。
炭素源触媒（A，R）を用いた場合，無触媒の場合に

比べて分解油収率が 15～17％程度増加し，炭素源触媒
の分解活性が確認された。また，残渣を用いることで活
性炭よりも分解油収率が増加し，コスト低減が可能であ
ることも確認された。

次に，分解油中のオイル分（HS）は炭素源触媒（A，R）
を使用した分解試験の場合，無触媒と比較して 10％以
上も高い値を示している。これらより，炭素源触媒の使
用によって分解油の収率と品質の両面から改善効果が明
らかとなり，炭素源触媒と R-CFP 技術の有効性が確認
されている。

Fig. 4 に廃プラスチック模擬試料を使用し，反応温度
470℃にて得られた分解生成物の収率および水素化処理
後のガスクロマトグラフによる分析結果を示す。なお，
装置にはベンチスケールの流動床式接触熱分解装置を用
いた。分解油収率は 84.1％と高分子量のプラスチックか
ら非常に高い分解油収率が得られた。また，得られた分
解油を水素化処理した結果，高い軽質油収率（ナフサ＋
SAF＋軽油＝91.2％）および高 SAF 選択率（製品とな
る軽質油に対しては 62.8％）が得られ，SAF は 48.2％
と高い歩留が得られた。次に，Fig. 5 に杉粉と廃プラス
チックの急速接触熱分解で副生した残渣（炭素質）と重
質分（ピッチ）を有効利用して作ったバイオコークス試

作品の外観と発熱量，元素分析，灰分測定結果を示す。
試作品は成形性がよく，密度は約 1.2 g/cm3 であった。
総発熱量（高位発熱量）は 7,830 cal/g と，先行研究の
バイオコークス（4,767 cal/g）42）に比べて高い値を示し
た。また，元素分析と灰分測定結果からも高〔C＋H〕，
低〔O＋Ash〕含量が確認され，本プロセスで副生した
残渣とピッチから高カロリーのバイオコークスも製造可
能であることが明らかとなった。
5　まとめ

2050 年カーボンニュートラルを目指すにあたり，航
空分野を取り巻く環境と SAF の研究開発動向を述べる
とともに，弊社が目指す炭素源循環社会の実現に向けた
取り組みと R-CFP 技術について紹介した。航空機は環
境負荷の高い輸送手段であることから空のカーボン
ニュートラルが加速しており，廃食用油を用いた SAF
が既に商用化されている。これまで弊社は廃食用油から
脂肪酸メチルエステル系バイオディーゼル燃料や炭化水
素系バイオ液体燃料（バイオナフサ，SAF，バイオ軽
油等）を製造してきたが，持続可能なバイオ燃料の世界
的なニーズに応えるためには，廃食用油以外の持続的に
安定供給可能な原料の発掘並びにそれに対応できるバイ
オ燃料製造技術の開発が強く求められている。そこで弊
社は炭素源触媒を用いた R-CFP 技術を考案し，SAF 等
低炭素液体燃料を製造する高度資源化プロセスの確立お
よび分解活性の長期安定化と低コスト化を図りつつ，バ
イオコークス等高付加価値固体燃料の製造に関する探索
も行なっている。この R-CFP 技術は，廃食用油等液体
原料から木質系バイオマスや廃プラスチック等のより豊
富な固体原料へと拡大することで海洋プラスチックごみ
などの環境汚染問題に対応すると共に，廃棄物を有効資
源として活用することで，炭素源循環社会システムを構
築し，CO2 排出量実質ゼロの実現を目指している。さら
に，国や地域に合わせた廃棄物や再生可能エネルギー等
の分散型エネルギーの利活用方法を最適化し，地産地消
型のエネルギー循環に取り組んでいきたい。そして，エ
ネルギーの安定供給やコスト等の観点からグリーン水素
といった脱炭素燃料だけで無く，SAF 等の低炭素燃料

(a) Decomposition product yield

(b) Decomposed oil (after hydrotreatment) composition

Fig. 4　�Decomposition product yields and its decomposed 
oil （after hydrotreatment） composition from waste 
plastics

Fig. 5　Appearance and analysis results of bio coke

単位 測定値
総発熱量 cal/g 7,830

元素分析

H wt％ 3.2
C wt％ 85.2
N wt％ 1.6
O wt％ 7.5

Ash wt％ 3.0
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を活用することで CO2 排出量実質ゼロの実現に貢献し
たい。
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